チャランケ通信　第152号　2016年11月14日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　世界を驚かせたアメリカ大統領選挙、まさかトランプ勝利とは
先週の世界を驚かせた出来事は、何と言ってもアメリカ大統領選挙で、劣勢が伝えられていたトランプ候補が当選した事であり、マスメディアの話題をほぼ独占していた。とくにアメリカの大部分のメディアによる世論調査が、クリントン候補の当選を予想していたにもかかわらず、それらの予想を跳ね返しての「まさかの勝利」だったことだろう。各種世論調査には現れなかった「隠れトランプ支持者」が多く存在していたのだろうか。何を隠そう、私自身もトランプの勝利はありえないだろう、と予想していただけに、トランプ勝利が報ぜられた時の驚きと同時に、これからの世界がとんでもない方向になるのではないかと落胆せざるをえなかった次第である。
いろいろな報道や論評を読みながら、こうした動きにのなかで一貫してトランプ勝利を言い続けてきた有名人がいたという情報に注目した。共和党嫌いの映画監督マイケル・ムーア氏である。その情報は、毎日新聞11月11日付の「金言」欄で、西川恵客員編集委員が書かれた「米欧の大衆迎合」と題するコラムである。
トランプ勝利を予言し続けたマイケル・ムーア監督の慧眼、考えてみれば、イタリア・ベルルスコーニ首相はトランプと瓜二つだった
それによると、ムーア氏は何と昨年７月に大統領選出馬を表明した直後から共和党大統領候補指名獲得を予言し、今年７月の党大会で正式指名された直後には、大統領選勝利を予測していたという。多くの人々の心には、こうあって欲しいという主観的願望があり、それが希望的観測となってクリントン有利と言う見方になっていたのだと指摘する。”まさか”ありえないだろう、と言う見方への痛烈な一撃である。
西川氏は、トランプ勝利の背景にあるエリートへの反感、格差拡大への不満、大衆迎合主義(ポピュリズム)などの流れは、１９９０年代初めの冷戦終結後の欧州で顕在化し、これがジワリと勢いを増しながら世界に拡散し、今回米国で劇的な形で現れたと見ている。それは、イタリアの首相を務めたベルルスコーニ氏を見れば、欧州版トランプというべき人物だったわけで、なるほどベルルスコーニ氏はトランプ氏同様不動産業で実業界をのし上がり、４カ月で首相の座を獲得し、女性や移民、同性愛者に対する差別的発言や女性とのスキャンダルにまみれていたこと等、殆ど瓜二つの存在だったのだ。
このイタリアの流れは、他の欧州諸国ではエリートへの蔑視や大衆迎合主義として極右政党の台頭と言う形で現在に至っていると指摘する。今後、トランプ氏の勝利が人権と民主主義の理念を掲げる諸国にどのような影響を与えて行くのか、憂慮されている。
バーニー・サンダース上院議員のトランプ勝利の発言、没落しつつある中間層の怒りの表明だ
　もう一人、注目したのは民主党大統領候補指名争いで敗れはしたものの、大健闘したバーニー・サンダース氏のトランプ氏に向けての発言である。この発言の出所は、濱口桂一郎の11月9日付ブログ「hamachanブログ(EU労働法政策雑記帳)」に記載された「トランプとサンダース」からの翻訳文の引用である。 
　「ドナルド･トランプは、エスタブリッシュメント経済、エスタブリッシュメント政治、エスタブリッシュメントメディアに倦み疲れた没落しつつある中間層の怒りを利用した。人々は低賃金で長時間労働することに、実入りのいい仕事が中国や他の低賃金国にいってしまうことに、億万長者が連邦所得税をちっとも払わず子供たちが大学教育を受けられるようにしようとしないことに、要は富豪がますます肥え太ることに、倦み疲れているのだ。

トランプ氏がこの国の勤労者家族の生活を改善する政策を追及することに真剣である程度に応じて、私と他の進歩的な人々は彼と協力する用意がある。彼が人種差別的、性差別的、排外主義的、反環境的政策を追及する程度に応じて、我々は彼に激しく反対するであろう。」(もともとの出所はhttp://www.sanders.senate.gov/newsroom/press-releases/sanders-statement-on-trumpである　)
　サンダース氏のコメントは、まことに月並みであっけないものだが、これからトランプ氏が大統領として進めようとしている経済政策が、かつてのレーガン流の新自由主義的政策に舞い戻り、リーマンショック以前に戻す金融の規制緩和や今まで以上の富裕層への減税及び法人税の引き下げに向かうとすれば、トランプに期待した没落しつつある中間層の期待が幻滅へと転換し、アメリカ国内の亀裂はますます深まることは必至だろう。現に、アメリカ各地で今もなおトランプに対する抗議行動が激しく展開されているわけで、その修復は並大抵のことではなさそうだ。われわれは、サンダース同様、今後のトランプ新大統領が進めようとする政策を、注意深く見て行く必要がありそうだ。

日本の政治、何となく空しいTPP関連法案の衆議院での強行可決
さて日本の国会では、自民党がアメリカ大統領選の結果が出る前までに衆議院の通過を急いだTPP関連法案の衆議院の通過は、結果として間に合うことなく10日となってしまい、唯一批准の可能性があると見られていたトランプ新大統領誕生前のオバマ政権レームダック期間も不可能となり、TPPが発効されることなく終わりそうである。何のためのTPP関連法案優先の国会であったのか、今になっては空しいものでしかない。
残された重要法案がどのように審議されていくのか、今日からの国会では参議院でのTPP関連法案の審議に移り、総理を始めとする重要閣僚は参議院の審議にかなり拘束されるわけで、会期の延長はなされるだろうが実に窮屈になっている。

再び年金を政局に、民進党の年金制度改革関連法案への間違った対応を批判する毎日新聞記者の鋭い目
そうした中で、年金関連法案の流れに注目しておきたい。というのも、民進党の年金改革に対する姿勢が再び2009年の政権獲得以前に戻りつつあるからである。すでに9月12日付の本通信で、民進党の年金問題に対する姿勢がかつての政権交代前の民主党時代に先祖返りし始めようとしている危険性について触れたのだが、今度の年金制度改革関連法案に対する対応は、まさにそうなりつつあるようだ。これは、毎日新聞11月9日付の「記者の目」欄で、政治部の吉田啓志記者が同じ視点から批判している。吉田記者の批判内容を見てみよう。
民進党は、今回の法案の2点について強く批判を展開している。一つは年金の伸び率抑える仕組みであるマクロ経済スライドの強化を。もう一つは物価よりも現役の賃金が下がった時の新たな年金の扱いである。マクロ経済スライドについては、2004年に改正された大きな改革で、予定では2023年度までの間、少子高齢社会を乗り切るために物価上昇率から0,9%引いてスライドさせようとしたのだが、デフレの下でスライドできずに、2015年度一回しか引くことが出来なかった。それゆえ、これからはデフレでカットできない分を持ちこして物価上昇時にまとめて引き下げようとする改革案が出されている。持越しすることなく、マイナスになってもマクロ経済スライドを適用すべきだ、と言う批判はあり得ても、下げるからけしからんと言う批判は、次の物価よりも賃金の方が大きく下がる時には、賃金の下がる分を引き下げて行く、という事への批判とともにいただけない。
公的年金制度とは、子供の老親に対する仕送りを社会化したもの

子供が減り賃金が上がらなくなれば我慢すべきではないか
と言うのも、吉田記者が指摘するように、「孫の世代の年金を守るため、少しだけ我慢をしていただけませんか」と言う問いかけに、「駄目だ」と言えるのだろうか。年金制度が、かつての子供から老親への仕送りを社会制度化したものであり、子供の所得が少なくなれば、その分我慢をするのは当たり前であろう。にもかかわらず、政局の材料として年金が下げられるという事をとりあげ、有権者に媚を売る民進党の姿勢には、もういい加減にすべきではないかと言いたい。政権交代を進めて行こうとする政党であるならば、自分たちが政権を取った時にどうすべきなのか、しっかりと考えておく必要があると思うのだが、どうだろうか。
小泉進次郎中心の自民党若手議員による「人生100年時代の社会保障へ(メッセージ)」、なかなか良い提言になっているのでは

そうした年金の議論の状況を見るにつけ、自民党の小泉進次郎代議士を中心に若手の国会議員が取りまとめた「人生100年時代の社会保障へ(メッセージ)」を読み、なかなかよく勉強してこれからの時代の社会保障政策についてのとりまとめを行っていることに感心してしまった。詳しくは、この提言を読んでほしいのだが、社会保障制度の根幹をなす社会保険について、「勤労社会保険制度」にして、企業で働く者は全員社会保険に加入できるようにし、低所得勤労者は社会保険料の減免(ただし事業主負担は維持)をする方向など、貴重な提言が打ち出されている。特に年金制度については別途一項を起し、「人生100年型年金」として、働き方の改革に対応して「長く働くほど得をする仕組み」へと改革し、受給開始年齢はより柔軟に選択できるようにすると共に、働くことで年金が減額される仕組みは廃止すべきだ、など提言している。
民進党の政局優先の政治姿勢に対して、中長期的な観点からしっかりとした提言を打ち出している事を見る限り、当分の間、なかなか民進党の政権交代への道は険しいことを痛感する今日この頃ではある。
3

